
  （単位：千円）

6,479,137 2,544,965

2,897,582 1,049,734

1,104,778 326,412

3,195 372,841

2,425,285 40,944

21,450 280,362

27,061 373,140

△ 216 101,529

4,482,559 2,900,540

2,438,696 803

689,046 2,755,613

49,788 31,041

3,891 113,082

86,555 5,445,505

69,641 5,623,609

1,539,772 100,000

18,362 1,195,000

3,727 1,195,000

13,990 4,328,609

645 119,225

2,025,499 4,209,383

998,368 3,255,320

40,000 954,063

916,726 △ 107,417

66,287 409,407

4,117 △ 516,824

5,516,191

10,961,696 10,961,696

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 金

資 本 剰 余 金無 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金

土 地

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金

関 係 会 社 株 式

投 資 そ の 他 の 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

負債・純資産  合   計

繰 延 税 金 資 産

純  資  産  合  計

資     産     合     計

差 入 保 証 金 ・ 敷 金 その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他

そ の 他

資 産 除 去 債 務

貯 蔵 品

貸 借 対 照 表
(2020年3月31日現在)

負    債  ・  純 資 産 の 部

科              目 金    額

資      産     の     部

金    額

買 掛 金

グ ル ー プ 預 け 金

現 金 及 び 預 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

受 取 手 形

科              目

退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本

有 形 固 定 資 産

構 築 物

建 物

そ の 他

固 定 負 債

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

負     債     合     計

固 定 資 産

そ の 他

流 動 資 産

売 掛 金

未 払 消 費 税 等

流 動 負 債

未 払 金

  





 

 

 

個  別  注  記  表 

 

01. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの …………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの …………… 移動平均法による原価法 

２． たな卸資産の評価基準および評価方法 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)により評価しております。 

貯蔵品 …………… 最終仕入原価法 

３． 固定資産の減価償却方法 

(１) 有形固定資産 ……… 定額法 

(リース資産を除く) 

(２) 無形固定資産 ……… 定額法 

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアの減価償却の方法については 

 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ……… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

４． 引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般の債権につい 

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(２) 賞与引当金 ……… 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当 

事業年度に対応する額を計上しております。 

(３) 退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退 

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

① 退職給付見込み額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理の方法 

数理計算上の差異は発生の翌事業年度から、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による

定率法により、費用処理することとしております。 

 



 

 

 

５． 収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

………… 当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは

原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。 

 

６． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(１) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(２) 連結納税制度の適用 

親会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。 

(３) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納

税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度

への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020

年３月 31 日） 第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま

す。 

 


